
恵下埋立地（仮称）整備事業に係る準備書への意見及び質問等について

１　第１回審査会での意見及び質問事項

	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	第２章　事業の目的及び事業の内容等

	搬入計画
	　　搬入時間（８時３０分から１６時）はルート近辺の大気、騒音、振動等と生活状況を勘案して複数の代替案を考えて検討したものか。
（長谷川委員）


	　基本的には、玖谷埋立地と同じ時間帯としています。

地元の意向にもよるが、安全面で通学時間を避けるという選択肢はあります。

通勤時間帯でも騒音等には特に問題はありませんが、夜間については逆に騒音問題が出てきます。
	準備書

ｐ2-2-12

	
	 廃棄物搬入車両の台数が現在の約半数となっているのは何故か。（内藤委員）
	　新しく出来る焼却工場では、現在は埋立ているプラスチック類を焼却することで量が減ることが大きい要因です。
	準備書

ｐ2-2-14

	主要施設の構造
	震度６弱を想定して、震度６強まで耐えれるということであるが、芸予地震を考えるともう少し強固な措置が必要ではないか。
（高井委員）
	五日市断層の一番大きい所で震度７クラスですが、湯来では震度６弱が予測され、設計基準から言うと、その倍以上の強度に上げて震度６強クラスに対応することで考えており、震度７クラスが来たとしても壊滅的に壊れるものではなく、修復できる程度と考えています。
	準備書

ｐ2-2-16

	遮水管理システム
	　地下水のモニタリングは水質が中心か。量が分かれば、その経過を見ると、どの程度詰まってきているか予測できるのではないか。

（矢野委員）
	　現状では水質のみです。その水質が極端に変わると浸出水が漏れ出しているというチェックができるのではないかと考えています。

観測井で地下水位を観測するため、管の詰まりも反映されるので、そのモニタリングは必ずやるようになると思います。
	準備書

ｐ2-2-18


	雨水集排水施設
	降雨量の上限を時間当たり120mmとしているが、あまいのではないか。
（高井委員）　
	県が定めた「開発事業に関する技術的指導基準」に準拠しており、県内の過去の記録や湯来地区の特性を考えても時間当たり120mmの数値は大きなものであると考えています。実際にはこの数値より若干大きい規模になるよう調整しています。
	準備書

ｐ2-2-19

	
	時間的、空間的にすごく限定されて集中的に降る降雨に対して余裕をもって考えてもらいたい。
（堀越会長）
	基準のそのままの数字ではなく、防災調整池も１割か２割大きくして、１００年確率相当でも対応できるくらいの規模に変えたりしています。排水系統についてもシミュレーションしながら考えていきたい。
	


	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	
	開発地周辺に設けた排水路は、どの程度の維持管理を想定しているのか。（河野副会長）
	管理事務所があるので、状況をみながら定期的なパトロールをし、土が大きく溜まらないような状態としたい。
	

	地下水集排水施設
	地下水集排水管の目詰まりの管理はどのように行うのか。

（矢野委員）
	地下に入ってくる管は大きすぎるくらいの管になっているので、それほどメンテナンスが無くても能力的には十分確保されたものとなると思います。
	準備書

ｐ2-2-21

	土砂流入防止設備
	堰堤の所は非常に深い渓谷になっているので、渓谷の斜面が崩れて土石流が発生し、調整池等もダメージを受けると崩壊することが一番環境にとってもよくない。特に、雨水を抜くことと、土石流の防止が気掛りである。
（林委員）
	北側の３渓流については、土石流防止の砂防堰堤を造る対策をし、それ以外の面は、斜面等についても、ストーンガード等を検討したいと思っています。
	準備書

ｐ2-2-25



	
	　渓流になっていないような平行斜面とか谷部になっていない所でも表層で崩れて落ちてきている現象が見られている。そのような可能性があるということで検討して頂いた方がよい。（土田委員）
	検討します。
	

	第７章　調査結果の概要並びに予測及び評価の結果

	動物・植物
	動植物、生態系の評価については、専門家の助言等から総合的に適性であると評価しているが、事後の調査をすることが前提でないと適正と評価できないのではないか。（長谷川委員）　
	改変区域を含んで外の事業計画地その周辺に広く生息しているものについては、改変区域で消滅したとしても種に保存という立場から言うと大きく影響はないだろうという整理をし、改変区域のみで確認されたものについては、移植しても定着するかどうかわからないので事後調査も行う。植物につては、植物公園とも話しをしており、定着しなかった時に問題があるので種を保全してもらいながら、種を確保することを検討しています。
	準備書

ｐ7-10-66

ｐ7-11-33

P7-12-18

	
	側溝を付けると、落ちた生き物は死滅するので、ぜひ蓋をしてほしい。

照明は昆虫が集まらないようなＬＥＤなどの照明に配慮して頂きたい。（小阪委員）　
	雨水側溝の蓋掛けは防災面で問題があるが、なるべく入り込まないように柵をすると同時に、落ちても脱出できるようなものを考えて対応したい。
照明の位置、点灯時期、光源（ＬＥＤ等）、形状等を工夫することにより、照明による影響を抑制します。
	準備書

ｐ7-10-64

ｐ7-10-65


	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	動物・植物
	絶滅危惧種のユウシュンランは周辺の生育状況にもよるが、ミティゲーションによる代替地を確保し、そこでもう一歩、オフセットするという考え方の方が長期的に見るといいのではないか。

（奥田委員）
	　　トウゴクサバノオとユウシュンランは改変地のみ

で確認されているため、代替地に移植して復活さ

せたいと考えています。移植しても定着するかどう

かが問題となるので、植物公園にも種を保存して

もらって、定着しなくても何回も事業地周辺に復活

させることを目的にやろうと考えています。
	準備書

ｐ7-11-31



	生態系
	自然を残していくためには、生物多様性から言うと、希少種だけでなく普通種と言われるほうがむしろ大事ではないかと思う。（小阪委員）

多様性についても評価する時の一つの視点として持って頂きたいというのが小阪委員の御意見である。（堀越会長）
特定の種にこだわる必要はなく、種類数の方が大事ではないかと思う。（小阪委員）
	調査については、重要種以外にも調査は実施
しているので、そういう点からの配慮、生態系を維持するという観点について検討させて頂きたい。
	準備書

ｐ7-12-1



	
	法面緑化には、埋土種子も含まれており、在来のものを使おうというのであれば、表土を使ってもらいたい。（河野副会長）
	覆土ではなく、表面の緑化する部分とかは、客土的なものには使えると思うので、できるだけ廃棄物は減らしたいということもあるので、検討します。
	

	温室効果ガス等
	土壌を攪乱することによる温室効果ガスが問題となる。森林を伐採した後、どのくらい嫌気的な部分から温室効果ガスが出るのか、森林の生態系を考えてＣＯ２の発生量を押さえておかないといけない。また、これ以外の亜酸化窒素とメタンガスのフラックスも全然変わってくる。（奥田委員）

はぎ取った土壌を覆土用土壌として貯める時に、二酸化炭素がどのくらい出てくるのか。
（堀越会長）
	温室効果ガスの排出には、色々な要素があるかも分からないが、今はそこまでは十分な検討をしていません。
現在埋めている廃棄物（陶器、焼却灰等）では有機物が少ないため、メタンの発生はほとんど起きないとして予測していません。
残地森林の適正な復活や植樹等で適正管理により、温室効果ガスを削減していく方向で考えています。

表土は覆土には使わないことにしています。
	準備書

ｐ7-16-1




２　文書での追加意見及び質問

	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	第２章　事業の目的及び事業の内容等

	遮水工
	　　遮水シートの材質と耐用年数、遮水シートが劣化してきて雨水浸透水が漏れ始めた時の対応についても伺いたい。

（矢野委員）


	　遮水シートの材質は、信頼性や強度に優れ、

実績も豊富な高密度ポリエチレンを想定しています。遮水シートの耐久性については、日本遮水協会の自主規格で１５年を目安として評価条件を設定し、１５年経過しても一定以上（概ね８割以上）の力学基本特性を保つものとしていますが、メーカーが実施した実用の１５年間に相当する紫外線照射試験では、力学基本特性の劣化が見られないという結果も出ていることから、遮水シートの表面に紫外線防止効果のあるマットを重ねて敷設することや、紫外線劣化が進まない埋立地の底では、半永久的に遮水シートの機能は保たれるものと考えています。

　また、万一、遮水シートが破損した場合には、二重遮水シートの間に設置してある遮水管理システムで水漏れをチェックし早期修復を行うとともに、貯留構造物の末端部の鉛直遮水工と地下水集排水管の流出先を浸出水調整池に切り替えることにより、汚染された地下水が下流域の河川や地下へ流出させない計画となっています。

　なお、遮水シートの破損には、埋立層が浅い場合にはオープン掘削による直接補修、埋立層が深い場合には竪孔掘削による直接補修のほか、

修復剤注入工など間接的な止水工法などによる早期修復を考えています。
	準備書

ｐ2-2-17

	
	遮水シートの材質、シートの遮水における保護マットの材質は何を想定されているでしょうか。材料劣化を考えると同じ材質のシート2枚ではなく、ひとつは劣化に強い土質系材料を加えた二重止水が信頼性が高いのではないか。（土田委員）

	遮水シートの材質は、高密度ポリエチレンを、また、シートの損傷を防止することを目的として設置する保護マットは、合成繊維や合成樹脂を材質とする不織布等を想定しています。
表面遮水工には、二重遮水シート方式のほかに遮水シートとベントナイト改良土を組み合わせた複合材料方式がありますが、ベントナイト改良土は伸びが期待できず地震などに弱いことや施工が雨などの気象条件に左右されやすいなどの欠点があり、事業計画地の地質条件や気象条件
	準備書

ｐ2-2-17


	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	
	　


	を勘案すると、二重遮水シートが最も優れていると考えています。

　また、シートの破損に対する安全策としては、末端部に省令で定める遮水工の一つである鉛直遮水工を設けることとしており、万一、シートが破損したとしても、鉛直遮水工がバリアとして機能します。
	

	雨水排水施設
	近年、降雨に関するこれまでの統計値を超える雨が災害をもたらしています。つまり、たびたび起こるはずがない「数百年に1回の雨」が、昨年の防府災害、今年の庄原災害のように中国地方でも頻発しています。この原因として地球温暖化による気候変動が指摘されていますが、一方で、廃棄物処分場など公共施設の技術基準等に公式に反映されるには至っていないことも確かです。しかし、国土交通省でも防災関係の広報資料をみると、近年雨の降り方が変化していることを強調していますので、技術基準等において今後何らかの見直しがなされることは十分予想されます。廃棄物処分場は今後長期間にわたって安全が確保される必要があるので、今後建設される施設においては現在の技術基準等に準拠するだけでなく近年の降雨特性の変化を考慮した検討を追加する必要があると思いますがいかがでしょうか。　（土田委員）
	　防災調整池は、開発に伴って増加する雨水の流出量を一時的に貯留し、下流河川への流出増を抑制する施設であり、「開発事業に関する技術的指導基準」（広島県）に基づき、計画対象雨量は、加計地区の確率３０年降雨強度式を用いて検討しています。

　本調整池の容量は、埋立完了後を想定して全開発面積約２８ｈａを対象に、時間当たり１０ｍｍの降雨に対する流出量を放流許可量として算出される最大容量に堆積土砂量を考慮した約39,000㎥に、造成計画上の施設配置や施工性等に影響を与えない範囲で余裕を見込み45,500㎥としており、結果的に、確率１００年降雨強度にも対応できる規模になっています。

　想定を超える降雨があった場合、調整機能を超えた流出量は防災調整池の余水吐から放流することになりますが、これまでの降雨パターンを考えると開発前よりも流出量が多くならない調整機能は維持できると考えています。
　また、恵下谷川の流域面積は約817ｈａ、合流点における水内川の流域面積は約10,400ｈａあり、開発面積に約28ｈａに対する流域面積比は、それぞれ約３．４％と約０．３％でごく僅かです。

　防災調整池は河川流域全体の調整機能があるわけではなく開発地の流量調整のみを受け持つものであり、調整池の規模を多少大きくしても下流河川の防災機能にはほとんど効果がないことから、現在の計画で十分であると考えています。
	準備書

ｐ2-2-19


	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	地下水集排水施設
	盛土の下にある渓床堆積物層が上流からの地下水を集水して流しきれなくなり、水圧が上がって盛土体が不安定になり、崩壊に至る事例が近年みられています。特に廃棄物埋立の初期においては、埋立土の重さが軽い分危険といえます。上記意見とも関連しますが、排水工の排水能力の設計など、渓床堆積物層に対して十分検討する必要があると思います。
（土田委員）
	　本計画は、底に渓床堆積層がある狭い谷を埋め立てるものであり、近年、マスコミでも多く取り上げられた盛土崩壊の事象と良く似ているため、盛土崩壊には十分な検討が必要です。
　盛土崩壊は、主に降雨により地下水位が上昇し、盛土が飽和状態になることで発生するものですが、本埋立地では、表面遮水工の下部に葉脈状の地下水集排水管を設置することで、地下水の上昇を抑え埋立地に対する揚圧力を発生させない計画としています。

　地下水集排水管は、管径３０㎝の幹線と、２０㎝の支線を２０ｍ間隔で密に設置するほか、流水のある沢の部分には造成工事中から管径６０㎝から

１３０㎝の管を転流管として設置し、造成後にこれを地下水集排水管として利用することも検討しており、地下水の排水能力を十分確保できるよう計画します。
	準備書

ｐ2-2-21



	第３章　事業の実施を予定している区域及びその周辺の概況

	定量下限値
	環境影響評価準備書の分析データを示す表の中にNDとの表記があり、注としてNDとは定量下限値未満を示す、とあります。例えば表3-1-15の地下水測定結果。確かに表としての体裁は整っているのですが、その定量下限値を具体的に示していただくと大変参考になりますし、理解し易いと考えます。（河野副会長）
	　現況調査の結果については、表７－５－３等に示すとおり、定量下限値を記載しています。

　御指摘の表３－１－１５等、他の資料から引用したデータについては、元資料に定量下限値の記載がないことから、準備書にも記載しておりません。


	準備書

ｐ3-1-23




	意見及び質問の概要
	事業者からの回答
	該当部分

	第７章　調査結果の概要並びに予測及び評価の結果

	ミティゲーション


	（審査会で）申し上げた＜ミティゲーションによる代替地＞と事業者からのお答えにあった＜代替地＞との間にすこし「ズレ」が在ったように思えます。申し上げたのは開発を行う場合の代償地の確保ということで（例えば100haの埋め立てを行う場合、ほぼ同じ生態系を別途用意し代償措置を行うこと：ノーネットロスの原則）ユウシュンランの植え替え場所としての代替地のことを言ったわけではありません。
ミティゲーションは今後の開発、環境改変には必要な措置と思われますが、代償すれば何でも相殺（オフセット）されると考えるとちょっと危険な考え方かもしれません（この点、付け加えたく思います）。

（奥田委員）
	残地森林等の多くは、スギ・ヒノキの植林が行われた後、長年放置されていることから、専門家の助言を受けながら残地森林の間伐等により適切に維持管理することで動植物の多様性を確保する計画としています。

代替地の確保にあたっては、工事の着手前に保全対象種等の生息状況を調査し、場所の選定

及び移動又は移植措置の手法等について検討します。

　代償措置を行った周辺環境の状況についても、専門家の助言を受けながら追跡調査し、必要に応じて適切な対応をとります。


	準備書

ｐ7-11-31

ｐ7-16-17



	
	 　また、周囲の森林管理（残存荒廃林の復活）を行うとのことでしたが、間伐などで実質的なCO2吸収量が見込めるかどうかはやってみないと分からないことで＜ネットゲインがあるかどうか＞、現時点で期待できるかどうかは分からないと思われます（個人的意見ですが）。
（奥田委員）
	　残地森林整備は、水源かん養や治山を主目的とし、専門家に意見を聞きながら、間伐や植林を行う計画としています。

　事業計画地内の荒廃しつつある放置林を適切に維持管理することにより、放置したままに比べてＣＯ２の吸収量も向上すると考えています。
	準備書

ｐ7-16-17
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